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は じ め に  
日口両国の関係改善は、当然わが国と北海道の活性化だけでなく、  
世界の雰囲気を変えるのにも相当寄与することもあって、日口間の  











案では、その第6粂から第16粂までである。（291－292頁）   
これらの部分だけでも、合意を積みかさねていき、日口平和条約  
のいちおうの輪郭をつくるだけでも、かなり意義あることである。  
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Ⅰ 序論  
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調停と司法的解決の探究  他方、調停や裁判を交渉と併用する方  
法も練磨する必要がある。なぜならば、前記の4島返還の条約案は、  

























の「私の発言」の欄にはA案を紹介した。   
鈴木宗男議員は、私の持論である交渉と司法的解決は「一考する  
に催する」（4）と考えていたので、私は同議員に注目した。  
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象牙の塔から街中へ  筆者は、大学で領土問題を講義するだけで  
なく街にでて、もっと道民に語りかけ、大衆の意見をもとりいれ、  
私の修正をも追加しつつ、従来の散発的な学外での講演をいっそう  

















現状維持で合意されているのと似ている、ということである。   
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風通しをよく  5月15日の第3次金子A案では、「2017年  
から2020年までの期間中」とのように、解決方法の選択期間を  
延長し提示した。その他の追加は、国後島及び択捉島の帰属問題の  




ジャーナ リストらと歓談した。このような場の設定は、相互理解を  
促進し、平和条約の早期締結の一助になろう。1875年の千島樺  
太条約締結前に、日口双方は招待したり、されたりしたものである。  


















で外交交渉を継続できるような条約案を提示した。   
ロシア絵領事サーブリン氏には、この北大でのシンポジュームに  
も参加していただいた。ここでも、絵領事はサンフランシスコ対日  
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の促進が4鳥目本帰属の可能性を高めよう。   
本稿は、北方領土問題の日ロの関係者に送付する。まずは以下の  
ような一連の諸条約案を風上に載せたい。  
－255－   
札幌法学22巻1号（2010）   
Ⅱ 4島日本帰属の日口平和友好協力条約案  
2島は5年内に、残り2島は20年内に引き渡し  
日本国とロシア連邦との平和友好協力条約   
日本国及びロシア連邦は、   















せる決意を新たにし、   
広範な自治権が、色丹島、国後島及び択捉島の住民に付与される  
ことに合意しつつ、   
ここに至って、日口両国のため、この「日本国とロシア連邦との  
平和友好協力条約」を締結することを決断し、このため次のとおり  
それぞれ全権委員を任命した。〔委貞名が列記される〕   
これら全権委員は、互いにその全権委任状を示し、それが良好妥  
当であると認め、201？年？月？日に、次のとおり協定した。  
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第1章 領土問題の段階的解決  
第1条 日本国とロシア連邦は、世界平和、武力不行使、軍備縮小、   
国際紛争の平和的解決、相互協力及び相互理解に基づくより良い   
地球共同体を発展させる目的で、互いに協力することを約束する。  
第2条 日本国とロシア連邦は、前条の目的を日口関係でも達成し、   
又われらが2国の関係全般をダイナミックに活性化する目的で、   
この条約の平和友好協力、環オホーツク海圏及び環日本海圏に関   
する議定書に基づき、両国のパートナー関係を強化しなければな   
らない。  
第3条 11956年10月の日ソ共同宣言に基づいて、ロシア   
連邦は、まず第1に、この条約発効から5年以内に色丹島及び歯   
舞群島を日本に現実に引き渡すものとする。  
2 両国は、アイヌ民族の先任権を両国の国内法で考慮しなけ   
ればならない。  
第4条 1 ロシア連邦は、再度日本国の要望にこたえ、この条約   
発効後、20年以内に国後島及び択捉島を日本国へ引き渡すもの   
とする。  
2 その実現まで、日本国はロシア連邦による国後島及び択捉   
島の支配を事実上も法的にも（10）承認するものとする。  
3 この段階では、アイヌ民族の先任権は、できるだけ国際的   
慣行に従って総体的に考慮されなければならない。  
第5条 日本国及びロシア連邦は、国後島及び択捉島の帰属問題以外、   
両国間にいかなる領土問題も存在しないことに合意する。  
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第2章 国籍、財産、離島及び免税等  
第6条 日本国の主権のもとにおかれた島に残留するロシア人は、   
その意思によりロシア人の国籍を保持することができ、日本国籍   
の取得を望むなら、それを日本国法により取得でき、又は同時に   
両国の国籍（11）をも保持できるものとする。  
第7条 ロシア国籍を保持し続ける残留者は、日本の管轄権に服し、   
職業、財産、宗教等に関して、日本国民と同じように扱われる。  
第8条 ロシア連邦は、別表に掲げられている公共営造物と公共財   
産を除き、日本の主権下におかれるべき諸島にある公共営造物と   
公共財産を完全な主権とともに日本に譲与する。  
第9条 ロシア人は、その不動産を売却して本国に退去でき、その   
離島費を日本政府は、別表に従って補償するものとする。  
第10条 目本領と確定される島に入るロシア船及び航空機のために、   
その確定後10年間、港税及び関税が免除され、又ロシア国籍を   
保持する残留ロシア住民は、一定の範囲でかつ自治区税を除いて、   
その生涯中に日本国の国税から免除されるものとする（12）。  
第3車 非核平和地帯  
第11条 1 歯舞群島、色丹島、国後島及び択捉島を非核平和地   
帯とする。El本国及びロシア連邦は、そこに核兵器の施設を含む   
軍事上の工作物を築造してはならず、軍事演習も行ってならない。  
2 日口両国は、間宮海峡、宗谷海峡及び津軽海峡の自由航行   
を妨害することのある軍事上の措置をとってはならない。  
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第4章 資源保護及び環境保全  
第12条 日本は、その主権のもとにおかれる島の沿岸での漁業権   
をロシア人に許与するために、ロシア漁業者の実績を考慮しつつ、   
ロシア連邦と協定を締結することを約束する。  
第13条 係争諸島の帰属先いかんにかかわらず、これらの諸島だ   
けでなく、その周辺の知床半島及びウルップ島などでの経済行為、   
その他の活動は、厳正で適切な資源保護及び環境保全を大前提に   
して行うことを目口双方が約束する。  
第5章 紛争解決  
第14条 1 この条約のいずれかの締約国が、交渉又は他の方法   
で解決されないこの条約の解釈又は実施に関する紛争が生じたと   
認めるときには、紛争は、いずれかの紛争当事者の要請により、   
目口平和的解決機構又は国際司法裁判所に決定のため付託しなけ   
ればならない。  
2 この前者の機構を設立するにあたり、日口両国は、アイヌ   
民族の意向をも考慮しなければならない。  
第6章 批准及び正文  
第15条 この日口平和友好協力条約は、批准されなければならず、   
それは、批准書を交換した日に効力を生ずる。その交換は、でき   
る限りすみやかに東京で行われなければならない。  
第16条 201？年？月？日、？において作成された日本語、ロ   
シア語及び英語による本書3通は、ひとしく正文であるものとする。  
－259－   
札幌法学22巻1号（2010）  
ロシア人自治区に関する議定書  
第1章 総則  
第1条（広範な自治）1 広範な自治権が、色丹島、国後島及び択   
捉島（以下、自治区3島という）の住民に付与される。  
2 自治区3島は、統合された形態での単一の自治区となる。  
3 日本国は、できるだけ従来のそこでの諸制度を尊重する。  
第2条（水準の相当な向上） 日本国は、自治区においては、教育、   
医療、産業、交通、その他のインフラ、生活水準の面で、別表の   
数値を目標として、相当な向上を計らなければならない。  
第3条（自治の範囲）1 自治は、自治区内で、かつ本議定書及び   
細則に別段の定めがない限り、教育、文化、保健、医療、環境、   
産業、経済、交通、警察、郵便などの分野で行うことができる。  
2 第8章の定める自治区再検討会議が、その他の分野及び各   
分野の細目を自治区の管轄事項として追加できるものとする。  
第4条（歯舞群島） 歯舞群島の統治形態は、日本国法が決定する（13）。  
第5条（基本的人権及び先任権） 自治区では、国際連合で採択さ   
れた「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」、「市   
民的及び政治的権利に関する国際規約」を適用し、できるだけ国   
際慣行に従い、アイヌ民族に先任権が付与されなければならない。  
第6粂（外交権） この議定書に別段の定めがない限り、日本国が   
自治区の対外的関係を定め、自治区に関する外交権を有する。  
第7条（自治区庁） 自治区庁の所在地は、国後島内とする。  
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第2章 自治区議会  
第8条（構成及び任務）1 自治区議会の構成及び任務は、別段の   
定めがない限り、必要な変更を加え、従来のものを準用できる。  
2 議会の任務には、とりわけ、日本国、北海道及びその自治   
体との友好協力関係の促進が謳われなければならない。  
3 自治区議会は、自治区再検討会議の理事会の承認をえた後、   
自治区3島の各島議会の構成及び任務を決定することができる。  
第9条（特別法） ロシア人自治区のみに適用される日本の特別法は、   
法律の定めるところにより、自治区住民の一定数の同意がなければ、   
日本国会は、これを制定することができないものとする（14）。  
第10条（選挙権及び被選挙権）1 自治区議会に関しては、日本   
国籍を取得したロシア人のみならず、ロシア国籍を有するロシア   
島民も、同議会の選挙権を享有できる。  
2 自治区議会に関しては、日本国籍を有する者が被選挙権を   
享有するものとする。  
第11条（日本国の国政選挙及び地方選挙）1 日本国の国政選挙   
に関しては、自治区においては、日本国籍を有する島民だけが、   
選挙権及び被選挙権を有する。  
2 自治区3島の住民は、道議会及び他の道内自治体議会に関   
する選挙権及び被選挙権を有しないものとする。  
第12条（ロシア連邦の国政選挙及び地方選挙）1 ロシア連邦の   
国政選挙に閲し、自治区においてロシア国籍を有する島民が、選   
挙権及び被選挙権を有する。  
2 ロシア国籍を有するロシア島民でも、ロシアの地方議会に   
関する選挙権及び被選挙権を有しないものとする。  
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第3孝 行政  
第13条（自治区長） 自治区長は、日本国籍を有している者の中   
から、住民の直接選挙で選出されるものとする。  
第14条（構成及び任務）1 自治区の行政機関の構成及び任務に   
ついては、本議定書に別段の定めがない限り、必要な変更を加え、   
従来の規則が準用される。  
2 ロシア人自治区は、行政上3つの自治体、すなわち色丹島   
自治体、国後島自治体及び択捉島自治体からなる。  
第15条（日本政府任命による公務員） 日本政府の要請によって、   
自治区再検討会議下の理事会の承認があれば、自治区は日本政府   
の指名又は派遣の警察官及び他の公務員の常駐及びその任務の遂   
行を認めなければならない。  
第4章 司法  
第16条（継続性） 自治区の司法制度も、必要な変更を加えつつも、   
できるだけ従来のそこでの諸制度を尊重しなければならない。  
第17条（自治区裁判所） 自治区裁判所が第1審の裁判所となり、   
第2審裁判所は釧路地方裁判所、第3審は札幌高等裁判所とし、   
日本国最高裁判所への上訴もできるものとする。  
第18条（裁判の公開） 裁判の対審及び判決は、これを公開法廷   
で行う。判決の要点は、日本語でも公表されるものとする。  
第19条（検察） 自治区検察官は、自治区裁判所の定める規則で、   
自治区再検討会議によって承認されたものに従うものとする。  
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第5車 非核平和地帯  
第20条（目的） 日本国及びロシア連邦は、世界平和の樹立に寄   
与するため、4島及び別表の地域を非核平和地帯として宣言する。  
第21条（禁止事項）1 日本国及びロシア連邦は、この地帯に軍   
事施設及び軍人を配置せず、また武器を生産してならない。  
2 日本国及びロシア連邦は、この平和地帯で今後いかなる時   
でも軍事演習を行わないものとする。  
3 4島住民は、日本国及びロシア連邦の兵役から免除される。   
日本国は、自治区の島民を自衛隊員として採用してならない。  
第22条（非軍事地帯）1 日本国及びロシア連邦は、4島が前条   
の定める非核平和地帯に留まっている限り、その地帯内で及び同   
地帯に対し、いかなる時いかなる軍事的行動をもとらないことを   
厳粛に約束する。  
2 日口両国は、世界のすべての国家もこのような4島の非核   
平和地帯の地位を尊重し、いかなる時いかなる軍事的行動を4島   
に対してとらないよう共同して要請する。  
第23条（積極的平和） 争いの島から平和な島に一変した自治区は、   
国際連合と協力して、積極的平和の模範となり、その発進基地と   
らなければならない。  





－263－   
札幌法学22巻1号（2010）  
第6章 経済及び社会制度  
第25条（生活水準の格段の向上） 日本国は、北海道及びロシア   
人自治区と緊密かつ強力に協力しつつ、別表の目標数億が示して   
いるように、自治区の生活水準が相当に向上するよう努力する。  
第26条（経済制度）1 ロシア人自治区において、ロシア通貨は、   
別．段の定めがない限り、従来のとおり通用するものとする。  
2 公的機関の予算及び決算は、円建てでも作成される。  
第27条（国税）1 日本国は、係争島の日本国帰属が確定した後   
20年間、自治区、同区内のいかなる公法人、私法人、団体及び   
個人についても、いかなる国税その他の納付金をも免除する。  
2 この20年経過後は、第8章の定める自治区再検討会議が、   
日口平和友好協力条約第10条を留保して、国税及び自治区の税   
制を具体的に決定することができる。  
3 同種の租税項目について、2垂国籍を有するロシア島民へ   
の2重課税は認められず、そのさいは自治区の課税権が優先する。  
第28条（関税）1 日本国が、自治区内に輸入または同区から輸   
出される財貨に対する関税率を決定することができる。  
2 日本国が自治区内の税関を管理する。ただし、そこで得ら   
れる関税及び財貨は、税関の管理費を控除して、自治区に帰属する。  
第29条（自由往来） いかなる日本人も自治区を、及び自治区の   
いかなるロシア住民も日本国を、自由に往来することができる。  
第30条（ビザなし渡航） ロシア人自治区で日本の国籍を取得し   
た住民は、ウルップ島以北の千島列島、カムチャッカ半島、サハリン、   
沿海地方、ハバロフスク地方にビザなしで渡航できるものとする。  
－264－   
日口平和友好協力条約の金子私案（金子）  
第7車 教育及び文化制度  
第31条（教育制度） 自治区は、日本の教育制度を考慮しつつ、   
この自治区に最適な教育制度を導入することができる。  
第32条（自治区教育委員会） 自治区教育委員会は、自治区の教   
育水準を格段に高めることを目的として、日口同数の成月によっ   
て構成される。これは自治区再検討会議が具体的に決定する。  
第33条（一般教育） 自治区の学校数育及び生涯教育で、日本人   
とロシア人との相互理解の増進が図られなければならない。  
第34条（英才一貫教育） 日口関係の専門家を養成するために、   
幼児期から開始される英才一貫教育が根室市及び国後自治体内で   
行われる。  
第35条（文化） 自治区において、ロシア人の文化、宗教及び思想   
の自由、言語、習慣並びに生活様式は、尊重されなければならない。  
第36条（公用語） 自治区の公用語は、ロシア語及び日本語とする。  
第8章 自治区再検討会議  
第37条（構成及び任務）1 この議定書及びその細別を再検討す   
るため、5年ごとに目口同数の成員からなる自治区再検討会議が   
開催される。  
2 再検討会議の下に、理事会及び各種委員会を設置できる。  
第38条（理事会） 自治区理事会は、自治区再検討会議から委任   
された任務を遂行しなければならない。  




第1章 総則  
第1条（全般的な関係改善） この議定書は、戦略的互恵精神に基   
づき、北方領土及びその周辺区域だけでなく、日本国及びロシア   
連邦の全般的諸関係のダイナミックな改善を目的とする。  
第2条（第3国への無害） 前条で定められている目的は、いずれ   
の国家にも対抗するものでなく、善隣関係に基づき、より良い地   
球共同体の発展に寄与せんとする普遍的かつ総体的な目的の一部   
を構成するものでなければならない。  
第3条（環オホーツク海圏の特別な地位） 日本国及びロシア連邦は、   
本議定書第7章の定める環オホーツク梅園を日口間の平和、友好   
及び協力の原初的な象徴とし、その地位を尊重する。  
第2章 政治的協力  
第4条（全人類的視野） 日本国及びロシア連邦は、21世紀の要   
請に沿って、軍備縮小及び全方位の善隣関係が強化されるように   
最善の努力をし、全人類的視野から協力し合わなければならない。  
第5条（平和的解決） 日本国及びロシア連邦は、両国間の紛争を   
もっぱら平和的手段で、かならず解決することを約束する。  
第6条（武力不行使） 日本国及びロシア連邦は、国際連合の安全   
保障理事会が明示的に承認しない戦争または武力行使を承認しな   
いものとする。  
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日口平和友好協力条約の金子私案（金子）  
第3車 経済的協力  
第7条（経済関係の強化） 相互的利益の原則に基づき、日本国及   
びロシア連邦は、経済分野における両国の政府及び国民の協力関   
係を強化して、それをいっそう組織化しなければならない。  
第8条（協力形態）1 日本国及びロシア連邦は、目口経済協力の   
中長期計画及び5か年計画を策定しなければならない。  
2 両国間の経済協力の基本的目標及び数値化された具体的指   
標は、この議定書の別表に従って達成されるものとする。  
第9条（エネルギー開発及び安定供給） 日本国は、ロシア連邦に   
おける石油、天然ガス、その他のエネルギー源の開発及びそれら   
の輸送、パイプラインの敷設などに協力し、ロシア連邦は、日本   
向けエネルギーの安定供給を保障するものとする。  
第10条（ハイテク分野における協力） 日本国及びロシア連邦は、   
互恵の原則に立脚して、ロシアー般、特にハバロフスクを拠点と   
するロシア極東におけるハイテク地帯の発展に協力する。  
第11条（インフラ分野での協力） 日本国は、相互的利益の原則   
に基づき、シベリア鉄道及びシベリア横断道路の高速化を含むロ   
シア連邦のインフラ分野において、同国政府及び国民と協力する。  
第12条（投資保証協定）1 投資保証条約は、巨大プロジェクト   
について、投資家に故意又は過失がない限り、資本受入れ企業側   
の国家が一定の連帯責任を負うことを定めるものとする。  
2 日口両国は、この議定書、細則又は本議定書第8条の別表   
から生ずる紛争について、交渉、その他の平和的解決手段で解決   
できない場合、別の議定書が定める日口裁判所に付託できる。  
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第4車 文化面での協力  
第13条（文化スポーツ交流） 日本国及びロシア連邦は、両国間   
の文化スポーツ交流をいっそう促進しなければならない。  
第14条（日口会館） 日本国は、ロシア連邦との相互理解を深め、   
日本文化及び国技のスポーツを普及するため、ロシア連邦の友好   
都市に目口会館を建設することに協力する。  
第15条（公平な報道） 日口両国の報道機関が、日口関係につい   
て過度に民族主義的にならないようにする目的で、中立的かつ複   
眼的な日口混成の報道機関（15〉の設立を促進する。  
第5章 教育面での協力  
第16条（相互理解の促進） 日本国及びロシア連邦は、両国の国   
民がテレビブリッジ及び他の直接的視覚手段を多用して、相互理   
解ができるような場の設定を促進しなければならない。  
第17条（専門家着成機関） 発展した段階の日口関係に対応する   
目的で、日本国とロシア連邦は、専門家養成のための幼児期から   
の一貫英才教育を導入しなければならない。  
第6章 医療面での協力  
第18条（緊急受け入れ） ロシア人が日本国の医療機関での治療   
を緊急に必要とする場合に、日本国へその患者の入国を認める。  
第19条（医療機器） 日本の医療機器がロシアのものより相当に   
高い場合に、別表に沿って、その提供と研修が無料で行われる。  
－268－   
日口平和友好協力条約の金子私案（金子）  
第7章 環オホーツク海圏機構  
第1師 走義、目的及び構成  
第20条（定義）1環オホーツク海圏（以下、圏）とは、オホーツ   
ク海、千島列島、カムチャッカ州、コリヤツク自治州、マガダン州、   
ハバロフスク地方、サハリン島及び北海道の全域をいう。  
2 総会は、その他の地域をこの圏に編入することができる。  











第23条（決定）1機構及び理事会の決議は、日口両政府の各代   
表者の賛成票を含み、北海道知事及びサハリン州知事のうち3者   
以上の同意を得て、圏機構の決定として施行される。  
2 圏機構及びその成員の意思表示は、インターネット、テレ   
ビジョン、e－メイル、ファックス等の手段でも行うことができる。  
第24条（出資及び所在地） 圏模構設立にあたり、日本国とロシ   
ア連邦が同等に出資し、その所在地は札幌市とする。  
－269－   
札幌法学22巻1号（2010）  
第2節 非核平和地帯理事会  
第25条（構成）1オホーツク海を非核平和地帯にするために（16）、   
オホーツク海非核平和地帯理事会（以下、理事会）を設ける。  
2 理事会は、それぞれ目口双方からの政府及び民間の4名、   
計8名で構成される。  

















2 前項以外も両国は、環オホーツク海圏を平和的にするよう   
努力し、このような平和地帯の尊重を他国に要請する。  
第28条（民間の義務） 圏の平和を維持するため、圏内の民間人は、   
好戦的な言動を回避し、むしろ平和を探究しなければならない。  
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目口平和友好協力条約の金子私案（金子）  
第3節 友好関係理事会  
第29条（構成）1機構内に環オホーツク海圏友好関係理事会（以   
下、理事会）を設ける。  
2 理事会は、それぞれ目口双方からの政府及び民間の4名、   
計8名で構成される。  
3 理事会の決定により特別な影響を受けると判断する圏内の   
姉妹団体は、臨時的に理事会の成員となることができる。  











f．圏内の友好関係に関する年次報告を作成する。   
g．第9章の平和友好協力全体会議が指定する他の任務を負う。  
第31粂川口会館）1 日本政府は、前条の目的で、自らも出資   
して、日本側及びロシア例の出資比率にかかわらず、ロシア側の   
姉妹自治体が管理運営できる日口会館が、圏内のロシア側姉妹自   
治体に建設されることを促進する。  
2 ロシア例の姉妹自治体が、日本側による会館の管理運営を   
希望し、日本側自治体が同意したとき、その日本側自治体又はそ   
の指定する日本側の団体が、日口会館を管理及び運営できる。  
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第4節 経済理事会  
第32条（構成）1機構内に環オホーツク海圏経済理事会（以下、   
理事会）を設ける。  
2 理事会は、それぞれ日口双方からの政府及び民間の10名、   
計20名で構成される。  
3 理事会の決定により特別な影響を受けると判断する圏内の   
経済団体は、臨時的にその成員となることができる 。圏内外の国   
家及び経済人は、理事会でオブザーバーになることができる。  











第34条（条約案） 理事会は、圏内の日口経済関係に閲し条約案   
を作成し、民間人とは協定を締結することができる。  
第35条（資産）1理事会は、会長の下で機構の資産を管理する。  
2 理事会は、本議定書第7節の定める圏会議が認める範囲で、   
投機を除き、機構又は同経済理事会の名義において、危険を犯さ   
ず機構の資産を運用できるものとする。  
－272－   
日口平和友好協力条約の金子私案（金子）  
第5節 資源保護理事会  
第36条（構成）1機構内にオホーツク海資源保護理事会（以下、   
理事会）を設ける。  
2 理事会は、日口同数の政府及び民間の成員20名からなる。  
3 理事会の決定により特別な影響を受けると判断する圏内の   
団体及び圏外の国家は、臨時にその成員となることができる。  





第38条（半閉鎖海） 海洋法に関する国際連合条約の当事国であ   
る日本国及びロシア連邦は、同条約第123条に従い、オホーツ  
ク海を半閉鎖海と宣言する。但し、ここで可能な限り、日口両国   
は諸国の漁民の既得権を衡平に考慮しなければならない。  






第40条（経済水域外の公海） 日本国及びロシア連邦の排他的経   
済水域に属しない公海において、両国は、生物資源の保存及び管   
理のために、相互に協力する。  
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第6節 教育科学文化理事会  
第41条（構成）1機構内には、40名の成員からなるオホーツ  
ク海国教育科学文化理事会（以下、理事会）を設ける。  
2 理事会には、教育、科学、文化、スポーツ及び生活の5部   
を設け、それぞれ目口双方からの政府及び民間の4名からなる。  




第43条（科学部） 科学部の主要任務は、以下のとおりである。  
a．どの科学のどの分野が圏の発展に効果的かを研究する。  
b．そのなかで実用化できるものは、その開発を提案する。  









第46条（生活部） 生活部の主要任務は、以下のとおりである。  
a．消費者保護、生活環境改善、ボランティア活動を促進する。  
b．親睦増進、クラブなどの大衆的な場の設定を促進する。  
－274－   
日口平和友好協力条約の金子私案（金子）  
第7節 圏制度再検討会議  
第47条（目的）1 日本国及びロシア連邦は、圏制度再検討会議（以   
下、圏会議）を設置する。  
2 別段の合意がない限り、圏会議は、原則として5年ごとに   
日本国及びロシア連邦で交互に開催される。  
第48条（機構と圏会議の関係）1機構は、圏会議の下にあり、   
この機構の決定、決議又は細則が、会議の決定に抵触する場合、   
後者が優先するものとする。   






2 国会議は、目口同数の100名以下の成員からなる。  







第51条（手続）1国会議の議長は、5年毎に日本側又はロシア   
連邦側から交互に選出されるものとする。  
2 圏会議の手続は、別に細則で定める。  
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第8章 環日本海圏機構（17）  
第1節 定義、目的及び構成  
第52条（関係国への提案） 日本国及びロシア連邦は、両国関係   
の発展だけでなく、環日本海圏の平和確立及び全般的発展をも目   
的とする環日本海圏機構（以下、機構）を設立することに合意し、   
関係国に下記の諸条項を共同して提案するものとする。  
第53条（定義）1環日本海圏（以下、圏）とは、日本海、日本国、   
ロシア連邦の沿海地方、ハバロフスク地方、サハリン島、大韓民国、   
朝鮮民主主義人民共和国、さらには中華人民共和国の吉林省をも   
含むこれらの全域をいうものとする。  
2 総会は、その他の地域を圏に編入することができる。  





第2節 総会  







－276一   
目口平和友好協力条約の金子私案（金子）  
第3節 平和理事会（18）  
第56条（構成） 平和理事会（以下、理事会）は、それぞれ各加   
盟国からの政府及び民間の4名で構成される。  


















2 前項以外の諸問題でも、加盟国は、環日本海圃を平和にす   
るよう努力し、このような平和地帯の尊重を他国に要請する。  
第59条（加入国の例外規定） 稔会は、原加盟国でない加入国に   
ついて、例外規定を設けることができるものとする。  
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第4節 通信運輸理事会  
第60条（構成及び主要任務） 理事会は、とりわけ、圏内の国際   
的運輸の調和的発展、特に当事国間の環状交通の組織化を探究し、   
関係者に勧告する。  
第61条（領土境界理事会）1 圏内の領土境界紛争に関しては、   
領土境界理事会は、2050年までは柔軟に対応する。  
2 それ以降は、義務的解決制度を導入する。  
第5節 その他の理事会  
第62条（準用） 環日本海圏機構の友好関係理事会、経済理事会、   
資源保護理事会、教育科学文化理事会については、必要な変更を   
加えて、環オホーツク圏機構の規則を準用する。  
第6節 事務局  
第63条（任務） 事務局は、環日本海圏機構の事務を執り行う。   
機構及び事務局の所在地は、これを10年ごとに総会が決定する。  
第7節 第3者との関係  
第64条（修正）1 環日本海圏機構に関する第8章の諸条項は、   
第3国が含まれる機構設立準備投階で修正できるものとする。  
2 日口平和友好協力条約の発効から5年後、この環日本海圏   
機構が設立され、そのとき加盟国が目口両国だけであった場合も、   
その初期の活動を開始するものとする。  
3 日口両国は、第3国又は第3者による環日本海圏機構の構   
想又は提案を妨げてならない。  
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第9幸 平和友好協力全体会議  
第65条（主要機関） 平和友好協力全体会議（以下、全体会譲）の   
主要機関として、会長、総会、各部会及び事務局を設ける。  
第66条（会長） 5年毎に招集される全体会議の開催前に、日本   
国及びロシア連邦は、その合意により、会長、副会長及び事務局   
長を指名し、この3者は全体会議の開催を準備しなければならない。  














第69条（部会） 全体会議の部会として、平和部会、友好関係部会、   
経済部会、資源部会、環境部会、教育部会、科学ハイテク部会、   
文化部会、オホーツク海横構部会、日本海機構部会を設ける。  
第70条（事務局） 会長が事務局の構成及び任務を決定する。  
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第1部 日口事実審査委貞会  
第1条（地位） 日口事実調査委貞会（以下、委員会）は、常設機関   
とする。委員会は、日本国及びロシア連邦のいかなる機関からも   
独立し、そのすべての成員は、もっぱら自己の良心にしたがって、   
事実審査の目的ため行動しなければならない。  
第2条（構成）1 日本国及びロシア連邦の両政府が、それぞれ3   
名委員を指名し、この6名が第7の成員の委員長を選ぶ。  
2 所与の事件につき、別段の合意が成立すれば、委員会の構   
成はそれによる。アイヌ人の関係する事件については、アイヌ民   
族代表が1名の委員を指名できるものとする。  
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第4条（調査専門家団） 所与の紛争について、委員会は、原則と   
して、その事失調査に適切と判断される下部機関である専門家団   
を編成するものとする。  
第5条（事実認定の要請） 日本国、ロシア連邦及びアイヌ民族間で、   
事実問題について深刻な紛争が生じたときは、そのいずれの代表も、   
その紛争の事実のみの認定を委員会に要請することができる。  
第6条（両国の協力）1 日口両国政府は、その法令に従って、調   
査専門家団の調査に協力しなければならない。   
2 所与の事件の事実が判明するまで、目口両政府は、事実及び   
法的側面について、そのコメントを差し控えなければならない。  
第7条（審査報告書） 委員会は、前条で規定されている要請があ   
ったときは、もっぱら事実審査のため専門家団と協議し、その審   
査報告書を作成しなければならない。  
第8条（法的判断の回避） 専門家団が認定した事実に閲し、この   
専門家団も委員会も法的判断を差し控え、また係争地域の帰属問   
題の判断にも触れないものとする。  
第9条（報告書の提出） 同委員会は審査報告書を日本政府、ロシ   
ア連邦政府及び関係者に提出しなければならない。  
第10条（上級審査機関） 日本国政府、ロシア連邦政府又はその   
他の紛争当事者が、事実審査委貝会の事実認定に不満である場合   
には、第2部で規定されている日口裁判所に上訴できる。  
第11条（他の調査機関） 委員会以外の国家機関、団体又は個人が、   
所与の事件につき独自に事実の調査を行うことは妨げられない。  
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第2部 日口裁判所  
第1章 総則  
第12条（管轄権）1 日本国又はロシア連邦が、交渉又は他の方   
法で解決されない目口平和友好協力条約、その議定書に関する紛   
争が生じたと認めると場合、紛争はいずれかの紛争当事者の要請   
により、この日口裁判所（以下、裁判所という）へ付託できる。  








3 紛争当事者は、紛争を他の裁判所に付託することもできる。  
第2章 臨時裁判所  
第13条（臨設） 初段階の過渡期においては、事件のつどごと日   
本国政府又はロシア連邦政府が必要と判断したとき、両国政府は   
臨時に目口裁判所（以下、臨時裁判所という）を設置し、そのつど   
臨時裁判所の構成と特定任務を規定することができる。  
第14条（設置の提案）1 日本国政府又はロシア連邦政府が、   
臨時裁判所の設置を提案したとき、それについて双方は誠実に交   
渉しなければならず、その交渉が合意に至らなければ、目口両政   
府は、第3章に規定されているような形の裁判所を設置するもの   
とする。  
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第3車 常設裁判所  
第15条（構成）1 日本国及びロシア連邦の両国政府が、それぞ   
れ2名の裁判官を指名し、その4名が第5の裁判長を選ぶ。第3   
国人が裁判長になることもできるものとする。  
2 アイヌ人又は同民族が関係する事件では、その代表が1名   
の裁判官を指名し、この5名のなかから裁判長が選任される。  
3 所与の事件につき、別段の合意が成立すれば、裁判所の構   
成はそれによる。  
第16条（上訴） 目口両国家のみが、訴訟当事者になるような事   
件については、国際司法裁判所を上訴裁判所とすることができ、   
個人が当事者である事件では、この裁判所の判決を終結として、   
上訴を許さないものとする。  
第17条（勧告的意見） 北方領土の利害関係者、すなわち、日口   
両国家、日本人元島民、アイヌ人及びロシア人の島民等は、目口   
平和友好協力条約のいかなる問題についても、裁判所が勧告的意   
見を与えるよう同裁に要請することができる。  
第18条（判決の不履行） 日口両国は、判決に従うことを約束する。   
個人が訴訟当事者である判決で、国家が判決を履行しない場合に、   





に遵守することを必要とする」と定める。（第98粂）   
この間題については、欧州連合（EU）とその加盟国憲法を参照されたし。  
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Ⅲ 中間条約としての日口共同宣言（案）   









中間条約を「日本国とロシア連邦との共同宣言」と仮称しよう。   












分野にあたえてきた。   
B甲案とB乙案 B案については、甲乙の2つの種類を想定できる。  
B甲案は、前文を除いてまったくA案と同一の諸条項として提示する。  
すなわち、調停と裁判付きである。以下に、まずB甲案を提示しよう。  
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日本国とロシア連邦との共同宣言  
日本国及びロシア連邦は、   
相互理解と協力の雰囲気のうちに行われた交渉をとおして、日本  
国とロシア連邦との相互関係について、隔意のない意見の交換が行  








に現実に引き渡されるものとすると規定していたことを想起し、   
しかしながら、これら関係する諸問題の解決がきわめて困難であ  
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もちろん、平和的解決機構に関する議定書（280頁）があってもよい。   
他方、調停と裁判抜きの中間条約B乙案も考えられる。その条約  
案の領土条項にかんする全文は、たとえば、つぎのように提示する。  
第1条1956年10月の日ソ共同宣言に基づき、ロシア連邦は、   
まず第1に、色丹島および歯舞群島を日本に早期に現実に引き渡   
すものとする。両国は、アイヌ民族の先任権を両国の国内法で考   
慮しなければならない。  
第2条1国後島及び択捉島の帰属問題の解決段階では、友好協   
力及び環オホーツク海圏構想に関する議定書案を考慮しながら、   
これを早期に解決すべく双方は誠実に交渉しなければならない。  
2 この段階では、前条の先任権の履行状況を含んで、アイヌ   
民族の先任権は総体的に考慮されなければならない。  
第3条 日口両国が、問題を国際司法裁判所（ICJ）または他の国際   
裁判に付託する場合には、それは国際法を適用しつつも、ICJ規程   
の第38条で定められている「衡平と善」（19）に基づいて裁判する   
よう要請するものとする。  
第4条 目本国及びロシア連邦は、国後島及び択捉島の帰属問題以   
外に、両国間にいかなる領土問題も存在しないことを約束する。  
これにも、上記の3つの議定書が付属するものとして提示する。  
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Ⅳ もっとも公正な日口平和友好協力条約のA案   




















で合理的だということである。   
2009年、筆者には国際調停の構想が浮かんだ。司法的解決に  
ついて、日口両国政府が、ICJに領土問題を付託することに乗り気で  
















除く48の連合国とであり、その連合国との合意も必要だからである。   
第2に、アイヌ民族は、その意志を領土委員会に反映させること  
ができ、長年交渉の枠外におかれてきた状況に終止符をうつことが  
できる。これも、公正な方法である。   
第3に、この国連総会の領土委員会の調停が不調の場合、同委員  
会がICJの勧告的意見を要請することも提案している。総会は、ICJ  








年など、なんらかの期限がふされていることである。   
どの実にせよ、①日本領となる島の旧島民、②返還されない島の  
旧島民、③第2次世界大戦後、上記と類似の境遇にあった日本人と  
のあいだに、公正さを維持する必要があろう。   
次頁以下に第5次金子A案を提示する。（第1次案から第4次案まで  
の経過については、251－254頁）  
…288－   
日口平和友好協力条約の金子私案（金子）  
日本国とロシア連邦との平和友好協力条約   
日本国及びロシア連邦は、   
相互理解と協力の雰囲気のうちに行われた平和友好協力条約交渉  
をとおして、日本国とロシア連邦との相互関係について、隔意のな  

















〔委員名が列記される〕   
これら全権委員は、互いにその全権委任状を示し、それが良好妥  
当であると認め、201？年？月？日に、次のとおり協定した。  
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第1章 領土問題の段階的解決  
第1条 1956年10月の日ソ共同宣言に基づき、ロシア連邦は、   
まず第1に、色丹島及び歯舞群島を日本に5年以内に現実に引き渡   
すものとする。両国は、アイヌ民族の先任権を両国の国内法で考   
慮しなければならない。  
第2条 1 国後島及び択捉島の帰属問題の解決段階では、友好協   
力及び環オホーツク海圏構想に関する議定書案を考慮しながら、   
これを早期に解決すべく双方は誠実に交渉しなければならない。  
2 この段階では、前条の先任権の履行状況を含んで、アイヌ   
民族の先任権は総体的に考慮されなければならない。  
第3条 1 前記の第2段階の交渉が早期に結実しない場合には、   
日口両国は2017年から2020年までの期間中、国後島及び   
択捉島の地位について、日本政府の主張、ロシア政府の主張、同   
2島の折半、共同管理、特別区、独立国又は共有等の選択肢をよ   
り制限して交渉するものとする。  
2 それでも2030年まで解決しない場合、交渉と国際調停   
の併用を義務的とし、それであっても2045年末まで未解決の   
ままである場合に、翌2046年には国際司法裁判所又は他の平   
和的解決機関に付託し、その判断に従うことを約束する。  
第4条 日口両国が、問題を国際司法裁判所または他の国際裁判に   
付託する場合に、その裁判所は国際法を適用しつつも、国際司法   
裁判所規程の第38条で定められている「衡平と善」偏）に基づい   
て裁判するよう要請するものとする。  
第5条 日本国及びロシア連邦は、国後島及び択捉島の帰属問題以   
外に、両国間にいかなる領土問題も存在しないことを約束する。  
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第2章 国籍、財産、離島及び免税等  
第6条 日本国の主権のもとにおかれた島に残留するロシア人は、   
その意思によりロシア人の国籍を保持することができ、また日本   
国籍の取得を望むならば、それを日本法により取得でき、またロ   
シアに帰還することを希望すれば帰れるものとする。  
第7条 ロシア国籍を保持し続ける残留者は、日本の管轄権に服し、   
職業、財産権、宗教等に閲し、日本国民と同じように扱われる。  
第8条．ロシア連邦は、別表に掲げられている公共営造物と公共財   
産を除き、日本の主権下におかれるべき諸島にある公共営造物と   
公共財産を完全な主権とともに日本に譲与する。  
第9条 ロシア人は、その不動産を売却して、本国に退去する自由   
を有し、その離島費を日本政府は、別表に従って補償する。  
第10条 目本領となる島に入港するロシア船及び航空機にために、  
10年間にわたって港税と関税が免除され、またロシア国籍を保   
持する残留ロシア住民は、一定の範囲と制限のもとで、その生涯   
中に免税されるものとする。  
第3章 非核平和地帯化  
第11条 1 日本領となる島、国後島、択捉島及び別表の地域に   
核兵器の施設を含む軍事上の工作物を築造してはならない。  
2 日口両国は、間宮海峡、宗谷海峡及び津軽海峡の自由航海   
を妨害することのある軍事上の措置をとってはならない。  
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第4章 資源保護及び環境保全  
第12条 目本国は、その主権のもとにおかれる島の沿岸での漁業   
権をロシア人に許与するために、ロシア人の既存の権利を考慮し   
つつ、ロシア連邦と協定を締結することを約束する。  
第13条 係争諸島の帰属いかんにかかわらず、これらの諸島だけ   
でなく、その周辺の知床半島及びウルップ島などでの経済行為、   
その他の活動は、厳正で適切な環境保全及び資源保護を大前提に   
して行うことを目口双方が約束する。  
第5章 最終規定  
第14条 1 この条約のいずれかの当事国が、交渉又は他の方法   
で解決されないこの条約の解釈又は実施に関する紛争が生じたと   
認めるときには、紛争は、いずれかの紛争当事者の要請により、   
日口平和的解決機構又は国際司法裁判所に決定のため付託しなけ   
ればならない。  
2 この前者の機構を設立するにあたり、目口両国は、アイヌ   
民族の意向をも考慮しなければならない。  
第15粂 この日口平和友好協力条約は、批准されなければならない。   
この条約は、批准書の交換の日に効力を生ずる。その交換は、で   
きる限りすみやかに東京で行われなければならない。  
第16条 201？年？月？日、？において作成された日本語、ロ   
シア語及び英語による本書3通は、ひとしく正文であるものとする。  
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国後島及び択捉島の帰属問題の解決に関する議定書  
第1章 総則  
第1条（公正及び互恵） 国後島と択捉島の帰属問題を解決するさい、   
日本国、ロシア連邦、アイヌ民族（以下、紛争当事者という）聞   
及び関係者間の公正及び相互的利益を考慮しなければならない。  
第2条（国際条約と共同文書の尊重） 領土紛争を解決するさいは、   
関連する条約、1993年の東京宣言、2001年のイルクーツ   
ク宣言、及び将来の合意文書などを尊重しなければならない。  
第2章 外交交渉  
第3条（交渉の継続） 国後島及び択捉島に関する問題が、2030   
年になっても解決せず、国際調停又は国際司法裁判所（以下、ICJ）   
の審理が開始したとしても、この日口平和友好協力条約の発効か   
ら最終的解決にいたるいかなる段階でも、日本国及びロシア連邦   
は交渉を継続できるものとする。  
第4条（建設的提案） 日口両国は、より良い地球共同体の発展に   
寄与するために、友好とパートナー関係を発展させること重視し、   
未来志向の建設的かつ実際的な方策を構築しなければならない。  
第5条（互譲）1 日口両国政府は、投階的に又は一括して妥協線   
まで歩みよるよう努力し、達成された合意部分については、それ   
を公表し、その後の交渉の基礎としなければならない。  
2 梶本的な解決が不可能である場合には、問題解決を国際調   
停又はICJへ任せることができるものとする。  
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第3章 国際調停  
第6条（設置）1 この日口平和友好協力条約の発効後いつでも、   
日本国、ロシア連邦及びアイヌ民族は、その合意に基づき、国際   
連合に調停委員会の設置を要請することができる。  
2 2030年になっても問題が未解決のままである場合に、   
翌年から交渉のほか国際調停をも平行的に利用するものとする。  
第7条（委員）1 日本国及びロシア連邦は、できるだけサンフラ   
ンシスコ対日講和条約の連合国のなかから委員会の成員2か国を   
それぞれ指名し、アイヌ民族はいかなる1か国をも委員会の委員   
に選ぶことができるものとする。この条約の連合国側の代表（で   
きればアメリカ合衆国）も、この委員会の成員になるものとする。  
2 この6か国が、第7国を委員長に選出する。委員長選出に   
成功しない場合は、国連事務総長が委員長を選任できるものとする。  
第8条（調停期間）1 同委員会が調停を開始してから、遅くとも   
5年内に調停案を紛争当事者に提示しなければならない。  
2 いずれかの当事者が、調停案を受諾しない場合に、当事者   
は交渉を再開でき、又は状況改善期間を設定することができる。  
第9条（ICJの勧告的意見）1紛争当事者が前条の定める調停案の   
提示後5年以内に関連問題を解決できない場合には、調停委員会   
はICJに勧告的意見を求めるものとする。  
2 日本国及びロシア連邦が、ICJに法的判断を要請する事項は、   
たんに両島の帰属だけでなく、それにともなう大陸棚及び上部水   
域の単一境界の画定をも含む問題とする。  
第10条（最終的解決） 勧告的意見の言い渡し後、紛争3当事者は、   
係争2島の問題を解決するよう誠実に交渉しなければならない。  
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第4拳 固際司法裁判所による解決  
第11条（設置）1 この日口平和友好協力条約の発効後いつでも、   
日本国及びロシア連邦は、その合意に基づいて、領土紛争の解決   
をICJに要請することができる。  
2 2045年になっても問題が未解決のままである場合は、   
翌年から外交交渉のほかICJの利用は義務的であるものとする。  
第12条（争点） 国後島及び択捉島について、日口両国は、アイ   
ヌ民族の主張との相違点にも留意しつつ争点を明確にし、問題を   
早期に解決するようICJに要請しなければならない。その争点は、   
日本国、ロシア連邦及びアイヌ民族が争う事項とする。  
第13条（衡平と善） 日本国及びロシア連邦は、係争2島の諸問   
題の解決をICJに任せるさい、ICJ規程第38条が定める「衡平と善」   
に基づいて裁判するようICJに要請するものとする。  
第14条（大陸棚及び上部水域） 日本国及びロシア連邦が、ICJに   
法的判断を要請する事項は、たんに両島の帰属の問題だけでなく、   
それにともなう大陸棚及び上部水域の単一境界の画定をも含む。  
第15条（判決後の交渉）ICJの判決が言い渡された後、日本国、   
ロシア連邦は、最終的調整と解決のために、アイヌ民族のみならず、   
第2次世界戦争中の対日交戦国にたいして、日口両国の共同方針   
を伝え、それらの同意をえるよう試みなければならない。  
第16条（最終的解決） 前条の同意がえられた後、紛争当事者は、  
ICJの判決に基づいて、10年以内に最終的調整ができなければ、   
両島の帰属、大陸棚と上部水域の単一境界は、ICJの判決を最終的   
なものとして遵守することを厳粛に約束する。  
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第5章 国後島及び択捉島の地位の形態  
第17条（協定案） 日本国及びロシア連邦は、両島の法的地位の   
決定の選択肢で、それぞれ自国が欲するものについて、アイヌ民   
族の先任権を考慮し、具体的な協定案を提示しなければならない。  















e．独立国 国後島を独立国、択捉島はロシア連邦領とするか、  
国後島を日本国領、択捉島は独立国とするか、両島をも独  
立国とする。  
f．共有 係争2島のすべて又は1島を両国家の共有とする。  
g．混合形態 上記a－fの部分的な組み合わせの形態を採用する。  
第19条（選択肢の優先） 交渉において、紛争当事者は共通に関   
心ある選択肢に比較的多くの検討時間を割り当てるものとする  
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色丹島のロシア人自治区に関する議定書  
第1章 総則  
第1条（広範な自治の尊重）1 日口平和友好協力条約及び本議定   
書により、色丹島住民には広範な自治権が付与される。  
2 歯舞群島の統治形態は、日本国法が決定することができる。  
第2条（先任権） 歯舞群島及び色丹島において、できるだけ国際   
慣行に従い、アイヌ民族に先任権が付与されなければならない。  
第3条（基本的人権の尊重） 自治区では、国際連合で採択された「経   
済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」、「市民的及び   
政治的権利に関する国際規約」を適用する。  
第4条（新たな制度） 日本国は、色丹島において、できるだけ従   
来のそこでの諸制度を尊重しつつも、この議定書及びその直後の   
又は漸進的な措置に基づき、新たな諸制度を創設することができる。  
第2章 自治区議会  
第5条（構成及び任務） 議会の構成及び任務は、別段の定めがな   
い限り、必要な変更を加え、原則として従来のものを準用する。  
第6条（選挙権及び被選挙権）1色丹議会に関する限り、日本の   
国籍を取待したロシア人のみならず、ロシア国籍を有するロシア   
島民も、同議会の選挙権を享有できる。  
2 色丹議会に関する限り、原則として、日本国籍を取得した   
ロシア人が被選挙権を有するものとする。  
ー297－   
札幌法学22巻1号（2010）  
第3専 行政  
第7条（自治区長） 色丹自治区長は、日本国籍を有している者の   
中から、住民の直接選挙で選出されるものとする。  
第8条（構成及び任務） 色丹自治区の行政機関の構成及び任務は、   
別段の定めがない限り、必要な変更を加え、原則として従来のも   
のを準用する。ただし、日本政府の要請により、自治区は政府指   
名又は派遣の警察官及び他の公務員の常駐を認めるものとする。  
第4幸 司法  
第9条（自治区裁判所）1 自治区裁判所は、軽微な民事、商事及   
び刑事事件について、管轄権を有する。  
2 その他の事件については、釧路地方裁判所が、第1審とし   
て管轄権を有する。ただし、同裁判所は、自治区裁判所と協力し、   
2者の混成裁判所を設置できるものとする。  
第10条（第2審及び第3審） 前条の事件の第2審は、札幌高等   
裁判所、第3審は在来京の最高裁判所とする。  
第5章 非核平和地帯  
第11条（兵役免除）1 日本国及びロシア連邦は、全世界に対し   
非核平和地帯にいかなる武力攻撃をもしないよう要請する。  
2 ロシア国籍の島民は、いかなる兵役からも免除される。   
日本国は、自治区の島民を自衛隊員として採用してならない。  
第12条（積極的平和） 係争島から平和な島に一変した自治区では、   
積極的平和の模範とならなければならない。  
－298－   
日口平和友好協力条約の金子私案（金子）  
第6章 経済及び社会制度  
第13条（経済制度）1 ロシア人自治区において、ロシア通貨は、   
別段の定めがない限り、従来のとおり通用するものとする。  
2 公的機関の予算及び決算は、円建てでも作成される。  
3 同種の租税項目について、2重国籍を有するロシア島民へ   
の2重課税は認められず、そのさいは日本国の課税権が優先する。  
第14条（往来） いかなる日本人も、自治区を自由に往来するこ   
とができ、色丹島のいかなるロシア住民も、日本国で自由に往来   
することができる。  
第7章教育及び文化制度  
第15条（教育制度）1 自治区は、日本の教育制度を考慮しつつ、   
この自治区に最適な教育制度を導入することができる。  
2 日口混成の自治区教育委員会の構成と任務は、この議定書   
の第8章が定める自治区再検討会議が決定することができる。  
第16条（文化） 自治区において、ロシア人の文化、宗教及び思   
想の自由、言語、習慣並びに生活様式は、尊重されなければなら   
ない。  
第17条（公用語） 自治区の公用語は、ロシア語及び日本語とする。  
第8章 自治区再検討会議  
第18条（任務及び構成）1 この議定書を再検討するため、5年   
ごとに目口同数の成員からなる自治区再検討会議を開催する。  
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も両島の引き渡しにたいする抵抗感をいだかなくなろう。   
3．この第5次金子A案にも、前掲の平和的解決機構にかんする  
議定書（280－283頁）が加わるものとして提案する。  
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V 3島日本帰属の平和友好協力条約案  









日本国とロシア連邦との平和友好協力条約   
日本国及びロシア連邦は、   
相互理解と協力の雰囲気のうちに行われた平和友好協力条約交渉  
をとおして、日本国とロシア連邦との相互関係について、隔意のな  









に現実に引き渡されるものとすると規定していたことを想起し、   
しかしながら、これらに関係する諸問題の解決が、眉宇の雅史蒼  
虐毎1久オ功一カろヂ非常に困難であったことをかんがみて、  
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ぞのよク矛拶倉仁屏衆彪をj折半す憲筋を占裁許ムー∴ f．亡原野  
メモ孝二節勿紡妙こ抗膠乙．虜輝彦矛β属拶膨∴魔窟者ぽクシア顔都穿  
とムー∴ 慶≠蘭を虜鰍鉄労す憲ごとメく たんに両国の民族だ  








ガノ虜 βメ雛ロシア度；軌才．虜炉拗ばク点い鰍   
励一ブ遍釣訊こおいて∴ そカを戯好ざ波方プ棚を占腰   
矛針鼠尻拶で∴廟函抄ノークー／ナ一顧を虜好乙オ朔踊らをい。  
虜プノ穿βネ雛クシア皮相．臓．盈朋座磯を〝   
本棚71r，ノ名宛奴参をロシア抑去暦のわこお（ご∠   
ノこ啄許すβクメ好象拶㈱．ごカらの屏埴仁ク   
い丁払 ご鰍／的許す∂彪∠訝噺ざカ㌃いβよブ杭 彫   
メ櫛よクれ新平をノ評∂ぁのとプ‾∂。  
第3条 目本国及びロシア連邦は、国後島及び択捉島の帰属問題以   
外に、両国間にいかなる領土問題も存在しないことを約束する。  
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Ⅵ 2島日本帰属の日口平和友好協力条約案  











1．前文は、Ⅴに記したもの（301－302頁）とほぼ同一である。   
2．だだし、Ⅴの条約第3条は、下記のような案文を提示する。  
虜了磨 βノ秀配ロシア抑．鰍♂一色髄をβ柳   
j御71r．ノ軌右虜⊇貌朗湖競歩をロン御室磨珍7フr   
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む す び に  
4島日本帰属は互恵友好の精神に基づきダイナミックな協力で  




give and takeの調整の余地を残しているのが、本論のⅡで提示した  
「平和友好協力、環オホーツク梅園及び環日本海圏に関する議定書」  
（266－279頁）である。   
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1世紀問も無果実でいられない  いつまで日本側は4島日本帰属  
について説得し続ける価値があろうか。それは、いくらなんでも、  
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た。（脚注）   
脚注 2009年12月の上記の国際文書は、とりわけ、つぎのように述べ  
ている（24）。  
1．両政府は交渉し、国際法の原則と規則を考慮しつつ、公正さにも  
とづき、できるだけ早期にこれらの領土問題を解決する。   
2．領土間遠について、下記の4つの諸条項を骨子とする平和条約を  
締結することに合意していただきたい。   
a．1956年10月の日ソ共同宣言にもとづき、ロシア連邦はまず  
第1に、色丹島と歯舞群島を日本にできるだけ早期に現実に引き渡  
すものとする。   
b．残りの国後島と択捉島については、できるだけ早期に解決するよ  
うに双方とも誠実に交渉する。   
c．もし両国の交渉が、2045年まで結実しない場合に、目口両国   
は、その最終的解決をICJにまかせ、ICJは「衡平と善」を考慮する。   
3．もし両国が、上記の司法的解決に合意することができなければ、国  
際調停によってこの諸問題を解決する方法を考慮するよう提案する。  
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イソップの教訓は生きているのである。   











るので、むしろ未来志向にたち友好的、建設的に取組むべきである。   
2．最善の公正かつ確実な条約案は裁判付きのA案だと考える。  
それであっても、2050年前後の判決言い渡しまで交渉できる。   
3．国際裁判にも乗り気でなければ、次善策として、本稿のⅢの  
4鳥目本帰属にかんする目口平和友好協力条約案」を提案したい。   
4．この場合、戦略的互恵に基づくダイナミックな日口関係の発  
展計画の決定をもって、4鳥目本帰属を確定することを提案する。   
5．環オホーツク海国機構と環日本海圏機構は、日口関係だけで  
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国際法学者としては、入江啓四郎（「ヤルタ協定と領土問題」、ジュリスト、   
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